
個人所得税の確定申告書の新フォーマット（2019 年 3 月期） 

In brief  

インド直接税中央委員会(CBDT)はこのたび、2018-19 会計年度の個人所得税確定申告書（注１）の新フォ

ーマットを公表しました。

日系企業の皆様に特に関係があると思われるのは、下記の 4 点です。 
・通常の居住者（ROR）（注 2）で、かつ課税所得の合計が 500 万ルピーを超えない者は前年同様、ITR-1
（1 ページに簡素化された確定申告書のフォーマット）を利用できます。ただし次の場合を除きます。

•企業の取締役(Director)である場合

•インドの非上場株式を保有している場合

•収入に関して何らかの控除を受ける場合

•源泉徴収されていない課税所得がある場合

・非居住者（注 2）については居住地を管轄する当局への納税者番号の提供が求められます。

・給与所得に関しては非課税手当を区別して表示すること、雇用者の TAN 番号 （源泉徴収番号）の報告が

義務づけられます。

・ROR に該当する者は、外国資産に関して、より詳細な開示が求められます。

（注１）2019 年 7 月 31 日が提出期限 
（注２）個人についてはインドでの滞在期間に応じて税務上、次のいずれかに分類されます。

•通常の居住者（ROR）…全世界所得が課税対象

•非通常の居住者（RNOR）…インド源泉所得のみ課税対象

•非居住者（NR）…インド源泉所得のみ課税対象

詳しくは下記（英語）をご覧ください。

PwC News Alert - 6 April 2019 - Income-tax return forms for FY 2018-19 notified 

下記までお気軽にお問い合わせください。

https://www.pwc.in/assets/pdfs/news-alert-tax/2019/pwc_news_alert_6_april_2019_income_tax_forms.pdf
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